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【表紙】

【発行登録追補書類番号】 ６－関東１－４

【提出書類】 発行登録追補書類

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年６月６日

【会社名】 株式会社ＪＥＲＡ

【英訳名】 JERA Co., Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長CEO兼COO 奥田 久栄

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋二丁目５番１号

【電話番号】 03-3272-4631（代表）

【事務連絡者氏名】 財務戦略統括部 財務戦略部長 中島 基貴

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋二丁目５番１号

【電話番号】 03-3272-4631（代表）

【事務連絡者氏名】 財務戦略統括部 財務戦略部長 中島 基貴

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【今回の募集金額】 25,000百万円

【発行登録書の内容】

提出日 2024年11月１日

効力発生日 2024年11月10日

有効期限 2026年11月９日

発行登録番号 ６－関東１

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額 500,000百万円

【これまでの募集実績】

(発行予定額を記載した場合)

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円)

６－関東１－１ 2024年11月22日 15,000百万円 － －

６－関東１－２ 2025年２月20日 12,200百万円 － －

６－関東１－３ 2025年４月17日 20,000百万円 － －

実績合計額（円）
47,200百万円

(47,200百万円)
減額総額（円） なし

（注）実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段（ ）書きは、発行価額の総額の合計額）に基づ

き算出しております。

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額)
452,800百万円

（452,800百万円）
（注）残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額
（下段（ ）書きは、発行価額の総額の合計額）
に基づき算出しております。

(発行残高の上限を記載した場合)

該当事項はありません。

【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) －円

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社ＪＥＲＡ 西日本支社

（愛知県名古屋市中村区名駅一丁目１番１号）
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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

１ 【新規発行社債（短期社債を除く。）】

銘柄 株式会社ＪＥＲＡ第31回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の総額(円) 金25,000百万円

各社債の金額(円) 金100万円

発行価額の総額(円) 金25,000百万円

発行価格(円) 各社債の金額100円につき金100円

利率(％) 年1.504％

利払日 毎年６月25日及び12月25日

利息支払の方法

１．利息支払の方法及び期限

(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日までこれをつけ、2025

年12月25日を第１回の支払期日としてその日までの分を支払い、その

後毎年６月25日及び12月25日におのおのその日までの前半か年分を支

払う。ただし、半か年に満たない期間につき利息を計算するときは、

その半か年の日割をもってこれを計算する。この計算の結果、利息に

１円未満の端数が生じた場合は、１円未満の端数を切り捨てる。

(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日に当るときは、その支払は前銀行営

業日にこれを繰り上げる。

(3) 償還期日の翌日以降は利息をつけない。

２．利息の支払場所

別記（（注)「11.元利金の支払」）記載のとおり。

償還期限 2030年６月25日

償還の方法

１．償還価額

各社債の金額100円につき金100円

２．償還の方法及び期限

(1) 満期償還

(イ)本社債の元金は、2030年６月25日にその全額を償還する。ただ

し、本社債の買入消却に関しては本項第(2)号に定めるところに

よる。また、期限の利益喪失に関しては別記（（注）「３．期限

の利益喪失に関する特約」）に定めるところによる。

(ロ)償還すべき日が銀行休業日に当るときは、その支払は前銀行営業

日にこれを繰り上げる。

(2) 買入消却

当社は、別記「振替機関」欄に定める振替機関が別途定める場合を除

き、払込期日の翌日以降いつでも本社債の買入消却を行うことができ

る。

３．償還元金の支払場所

別記（（注）「11.元利金の支払」）記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金（円）
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。

申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2025年６月９日から2025年６月23日まで

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2025年６月24日



― 2 ―

振替機関
株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

担保
本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保さ

れている資産はない。

財務上の特約（担保提供制限）

１．当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債発行後、当社が国内

で既に発行した、又は当社が国内で今後発行する他の社債のために担保

を提供する場合（当社の資産に担保権を設定する場合、当社の特定の資

産につき担保権設定の予約をする場合及び当社の特定の資産につき特定

の債務以外の債務の担保に供しない旨を約する場合をいう。以下「担保

提供」という。）には、本社債のために担保付社債信託法に基づき同順

位の担保権を設定する。

２．前項に基づき設定した担保権が本社債を担保するに十分でない場合には、

当社は本社債のために担保付社債信託法に基づき社債管理者が適当と認

める担保権を設定するものとする。

財務上の特約（その他の条項）

１．合併による担保提供制限の不適用

当社が、合併又は会社法第２条第29号に定める吸収分割により担保権の

設定されている吸収合併消滅会社又は吸収分割会社の社債を承継する場

合には、別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄は適用されない。

２．担保付社債への切換

当社は、本社債発行後、社債管理者と協議のうえ、いつでも本社債のた

めに担保付社債信託法に基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定

することができる。

３．特定資産の留保

(1) 当社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも当社の特定の資産（以下

「留保資産」という。）を本社債以外の当社の債務に対し担保提供を行わ

ず本社債のために留保する旨の特約を社債管理者との間に締結することが

できる。

(2) 前号の場合、社債管理者は、社債権者保護のために必要と認められる措

置をとることを当社に請求することができる。

４．担保権設定の手続

当社が本欄第２項又は別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄により

本社債のために担保権を設定する場合は、当社は、ただちに登記その他

必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保付社債信託法第41条第４項の

規定に準じて公告するものとする。

５．担保提供制限にかかる特約の解除

当社が本欄第２項もしくは別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄に

より本社債のために担保付社債信託法に基づき担保権を設定した場合、

又は本欄第３項により本社債のために留保資産の提供を行った場合であ

って、社債管理者が承認したときは、以後別記「財務上の特約（担保提

供制限）」欄及び別記（（注）「４．社債管理者への通知」）第(1)号は

適用しない。

（注）１．信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付

(1) 株式会社格付投資情報センター（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）

本社債について、当社はＲ＆ＩからＡＡ－（ダブルＡマイナス）の信用格付を2025年６月６日付で取得し

ている。

Ｒ＆Ｉの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定どお

りに履行される確実性（信用力）に対するＲ＆Ｉの意見である。Ｒ＆Ｉは信用格付によって、個々の債務

等の流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を

表明するものではない。Ｒ＆Ｉの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明

ではない。また、Ｒ＆Ｉは、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、又はその他の意見についての正確

性、適時性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もして
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いない。

Ｒ＆Ｉは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの情報の

正確性等について独自に検証しているわけではない。Ｒ＆Ｉは、必要と判断した場合には、信用格付を変

更することがある。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取り下げることがあ

る。

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高まっ

たとＲ＆Ｉが判断した場合、発行体格付又は保険金支払能力とのノッチ差を拡大することがある。

一般に投資に当って信用格付に過度に依存することが金融システムの混乱を引き起こす要因となり得るこ

とが知られている。

本社債の申込期間中に本社債に関してＲ＆Ｉが公表する情報へのリンク先は、Ｒ＆Ｉのホームページ

(https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及び同コーナー右下の

「一覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載されている。なお、システム障害等

何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

Ｒ＆Ｉ：電話番号03-6273-7471

(2) 株式会社日本格付研究所（以下「ＪＣＲ」という。）

本社債について、当社はＪＣＲからＡＡ－（ダブルＡマイナス）の信用格付を2025年６月６日付で取得し

ている。

ＪＣＲの信用格付は、格付対象となる債務について約定どおり履行される確実性の程度を等級をもって示

すものである。

ＪＣＲの信用格付は、債務履行の確実性の程度に関してのＪＣＲの現時点での総合的な意見の表明であり、

当該確実性の程度を完全に表示しているものではない。また、ＪＣＲの信用格付は、デフォルト率や損失

の程度を予想するものではない。ＪＣＲの信用格付の評価の対象には、価格変動リスクや市場流動性リス

クなど、債務履行の確実性の程度以外の事項は含まれない。

ＪＣＲの信用格付は、格付対象の発行体の業績、規制などを含む業界環境などの変化に伴い見直され、変

動する。また、ＪＣＲの信用格付の付与に当り利用した情報は、ＪＣＲが格付対象の発行体及び正確で信

頼すべき情報源から入手したものであるが、当該情報には、人為的、機械的又はその他の理由により誤り

が存在する可能性がある。

本社債の申込期間中に本社債に関してＪＣＲが公表する情報へのリンク先は、ＪＣＲのホームページ

（https://www.jcr.co.jp/）の「ニュースリリース」右端「一覧を見る」をクリックして表示される「ニ

ュースリリース」（https://www.jcr.co.jp/release/）に掲載されている。なお、システム障害等何らか

の事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

ＪＣＲ：電話番号03-3544-7013

２．社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条第

２号の定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67

条第２項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。

３．期限の利益喪失に関する特約

当社は、次の各場合には本社債につき期限の利益を失う。ただし、別記「財務上の特約（担保提供制限）」

欄又は別記「財務上の特約（その他の条項）」欄第２項により当社が本社債に担保付社債信託法に基づき社

債管理者が適当と認める担保権を設定したときには、本（注）３第(2)号に該当しても期限の利益を失わな

い。

(1) 当社が別記「償還の方法」欄第２項第(1)号又は別記「利息支払の方法」欄第１項第(1)号及び第(2)号の規

定に違背したとき。

(2) 当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄の規定に違背したとき。

(3) 当社が別記「財務上の特約（その他の条項）」欄第４項、本（注）４、本（注）５、本（注）６及び本

（注）９の規定に違背し、その違背判明後社債管理者の指定する60日以上の期間内にその履行又は補正をし

ないとき。

(4) 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をすることができ

ないとき。

(5) 当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、もしくは当社以外の社債又はその他の

借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をするこ

とができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が10億円を超えない場合は、この限りではな

い。

(6) 当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立てをし、又は取締役会において
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解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会に提出する旨の決議を行ったとき。

(7) 当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定、又は特別清算開始の命令を受

けたとき。

(8) 当社がその事業経営に不可欠な資産に対し差押もしくは競売（公売を含む。）の申立てを受け、又は滞納

処分を受けたとき、又はその他の事由により当社の信用を毀損する事実が生じたときで、社債管理者が本社

債の存続を不適当であると認めたとき。

４．社債管理者への通知

(1) 当社は、本社債発行後、当社が国内で既に発行した、又は当社が国内で今後発行する他の社債のために担

保提供を行う場合には、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、社債の内容及び担保物その他必要な

事項を社債管理者に通知しなければならない。

(2) 当社は、次の場合には、あらかじめ書面により社債管理者に通知しなければならない。

①当社の事業経営に不可欠な資産を譲渡又は貸与しようとするとき。

②事業の全部又は重要な事業の一部を休止又は廃止もしくは譲渡しようとするとき。

③資本金又は準備金の額の減少、組織変更、当社の事業経営に重大な影響のある、合併、会社分割、株式交

換又は株式移転（いずれも会社法において定義され、又は定められるものをいう。）をしようとすると

き。

(3) 当社は、本社債発行後、社債原簿に記載すべき事由が生じたとき並びに記載事項に変更が生じたときは、

遅滞なく社債原簿にその旨の記載を行い、書面によりこれを社債管理者に通知する。

５．社債管理者の調査権限

(1) 社債管理者は、社債管理者の権限、義務を履行するために必要であると判断したときは、当社の事業、経

理、帳簿書類等に関する報告書の提出を請求し、又は自らこれらにつき調査することができることとし、当

社はこれを拒まない。

(2) 前号の場合で、社債管理者が当社の連結子会社及び持分法適用会社の調査を行うときは、当社はこれに協

力する。

６．社債管理者への事業概況等の報告

(1) 当社は、社債管理者にその事業の概況を報告し、毎事業年度の決算、剰余金の配当（会社法第454条第５項

に定める中間配当を含む。）については書面をもって社債管理者にこれを通知する。ただし、当該通知につ

いては、当社が本（注）６第(2)号に定める社債管理者への通知を行った場合又は書類を社債管理者に提出し

た場合はこれを省略することができる。当社が、会社法第441条第１項に定められた一定の日において臨時決

算を行った場合も同様とする。

(2) 当社は、金融商品取引法に基づき有価証券報告書、半期報告書及びそれらの添付書類を関東財務局長に提

出した場合は、社債管理者に遅滞なくその旨を通知する。また、当社が臨時報告書又は訂正報告書を関東財

務局長に提出した場合も同様とする。ただし、社債管理者がそれらの写しの提出を要求した場合には、当社

は社債管理者にそれらの写しを提出する。

７．社債権者の異議手続における社債管理者の権限

社債管理者は、会社法第740条第２項本文の規定にかかわらず、同条第１項に定める異議の申立てに関し、社

債権者集会の決議によらずに社債権者のために異議を述べることは行わない。

８．社債管理者の辞任

社債管理者は、社債権者と社債管理者との間で利益が相反する場合（利益が相反するおそれがある場合を含

む。）その他正当な事由があるときは、当社と協議のうえ社債管理者の事務を承継する者を定めて辞任する

ことができる。

９．公告の方法

本社債に関し社債権者に対し通知する場合は、法令の定めがある場合を除き、当社の定款に定める電子公告

（事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、東京都及び大阪

市で発行される各１種以上の新聞紙に掲載する方法により行う。）又は社債管理者が認めるその他の方法に

よりこれを通知する。また、社債管理者が公告を行う場合は、法令所定の方法によるほか、社債管理者の定

款所定の公告又は社債管理者が社債権者のために必要と認める場合には東京都及び大阪市で発行される各１

種以上の新聞紙に掲載する方法により行う。ただし、いずれも重複するものがあるときは、これを省略する

ことができる。

10．社債権者集会

(1) 本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）の社債（以下「本種類の社債」と総称

する。）の社債権者集会は、法令に別段の定めがある場合を除き、当社又は社債管理者がこれを招集するも

のとし、社債権者集会の日の３週間前までに、社債権者集会を招集する旨及び社債権者集会の目的である事

項その他法令に定められた事項につき、公告又は社債管理者が認めるその他の方法により通知する。
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(2) 本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3) 本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しな

い。）の10分の１以上に当る本種類の社債を有する社債権者は、社債等振替法第86条第１項及び第３項に定

める書面を社債管理者に提示のうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社

又は社債管理者に提出して、社債権者集会の招集を請求することができる。

11．元利金の支払

本社債にかかる元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関が規定する社債等に関す

る業務規程、社債等に関する業務規程施行規則、その他諸規定（その後の変更、修正を含む。）に基づき支

払われる。

12．発行代理人及び支払代理人

株式会社三井住友銀行
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２ 【社債の引受け及び社債管理の委託】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ
ー証券株式会社

東京都千代田区大手町一丁目９番２号 9,000 １．引受人は本社債の

全額につき連帯し

て買取引受を行

う。

２．本社債の引受手数

料は各社債の金額

100円につき金30銭

とする。

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 4,000

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 3,500

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 2,500

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 2,000

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 1,500

東海東京証券株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１
号

1,500

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目２番１号 1,000

計 ― 25,000 ―

(2) 【社債管理の委託】

社債管理者の名称 住所 委託の条件

株式会社三井住友銀行
東京都千代田区丸の内一丁目１番２
号

本社債の管理手数料については、社
債管理者に期中において年間250万
円を支払うこととしている。

３ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(百万円) 発行諸費用の概算額(百万円) 差引手取概算額(百万円)

25,000 84 24,916

(2) 【手取金の使途】

上記差引手取概算額24,916百万円は、2025年９月末までに設備資金、投融資資金、借入金返済資金、社債償還資

金及び短期社債償還資金に充当する予定である。なお、2024年９月末における１年以内返済予定の長期借入金は

245,148百万円となっている。設備投資計画については、参照書類としての有価証券報告書（第９期）の「第一部

企業情報 第３ 設備の状況 ３ 設備の新設、除却等の計画」のとおりである。また、現時点において、投融資

の具体的な内容、金額、充当時期について決定したものはなく、設備資金、借入金返済資金、社債償還資金及び短

期社債償還資金とともに支払期限の到来に応じて、順次充当していく予定である。実際に充当するまでは、預金等

安全性の高い金融商品で運用する予定である。

第２ 【売出要項】

該当事項はありません。

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項はありません。

第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

該当事項はありません。
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第三部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度 第９期（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）2024年６月27日関東財務局長に提出

２ 【半期報告書】

事業年度 第10期中（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）2024年11月13日関東財務局長に提出

３ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（2025年６月６日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時報告書を2024年11月11日に関東

財務局長に提出

第２ 【参照書類の補完情報】
上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載された

「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本発行登録追補書類提出日（2025年６月６日）ま

での間において生じた変更その他の事由はありません。以下の内容は、当該「事業等のリスク」を一括して掲載したも

のです。

なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本発行登録追補書類提出日

（2025年６月６日）現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。また、当

該将来に関する事項については、その達成を保証するものではありません。

「事業等のリスク」

当社グループの業績や財政状況等に関する変動要因のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考

えられる事項には、主に以下のようなものがある。

なお、文中における将来に関する事項は、本発行登録追補書類提出日現在において判断したものであり、今後のエ

ネルギー政策や電気事業制度の見直し等の影響を受ける可能性がある。

(1) 事業統合に係るリスク

当社は、東京電力株式会社（当時）及び中部電力株式会社の燃料上流・調達から発電までのサプライチェーン

全体に係る包括的アライアンスを実施する会社として、2015年４月に設立された。その後、2015年10月には両社

の燃料輸送事業及び燃料トレーディング事業、2016年７月には両社の既存燃料事業（上流・調達）及び既存海外

発電・エネルギーインフラ事業の承継を完了し、2019年４月には燃料受入・貯蔵・送ガス事業、既存火力発電事

業等の承継を完了した。

しかしながら、統合により期待されるシナジー効果が十分に発揮されない場合には、当社グループの事業計画

や業務運営、業績、財政状態は影響を受ける可能性がある。

これに対して、当社は、これら一連のバリューチェーンにおける統合効果を活用し、国際エネルギー市場で競

合他社と互角に戦うことができるグローバルなエネルギー企業体へと成長することで、更なる企業価値の向上を

目指す。

(2) その他の関係会社との関係に係るリスク

①東京電力フュエル＆パワー株式会社及び中部電力株式会社との資本関係

東京電力フュエル＆パワー株式会社と中部電力株式会社は、有価証券報告書提出日現在において、それぞれ

当社発行済株式の50％を所有する株主であり、両株主は、2017年６月８日に締結した合弁契約書において、当

社グループの事業活動を制約しない措置の詳細ルールについて合意している。

しかしながら、想定外の事態が生じた際に、その対応方針を巡って両株主が合意に至らない場合には、当社

グループの事業計画や業務運営、業績、財政状態は影響を受ける可能性がある。

②東京電力ホールディングス株式会社、中部電力株式会社及びそのグループ会社との取引
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当社グループは東京電力ホールディングス株式会社のグループ会社である東京電力エナジーパートナー株式

会社及び中部電力株式会社のグループ会社である中部電力ミライズ株式会社（2020年４月１日付で中部電力株

式会社の権利義務及び電力供給等の契約上の地位を中部電力ミライズ株式会社が承継）への電力供給等の取引

を行っている。取引条件については、市場実勢等を参考に、案件ごとに交渉の上で決定している。

第９期連結会計年度における当社グループと東京電力エナジーパートナー株式会社、及び中部電力ミライズ

株式会社との間の主たる取引は下表のとおりである。

第９期連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

取引先 取引内容 金額（百万円）

東京電力エナジーパートナー株式会社 電力供給等 2,481,517

中部電力ミライズ株式会社 電力供給等 1,543,731

当該各社との契約・取引内容等に変化が生じた場合には、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可

能性がある。

(3) 外部環境に係るリスク

①経済状況及び天候状況

販売電力量は景気動向や気温の変動等によって増減するため、これらの状況によって当社グループの業績や

財政状態は影響を受ける可能性がある。

2023年度におけるわが国の経済は、コロナ禍からの経済社会活動の正常化が進んだことで緩やかな回復基調

を取り戻し、賃上げや企業による価格転嫁の動きを受けてデフレ脱却や景気の先行きに対する期待感もみられ

た。一方で、内需の弱さから景気の持ち直しに足踏みがみられたほか、世界的な金融引き締め等に伴う海外景

気の下振れリスク、物価上昇、地政学リスク、金融資本市場の変動等による不透明感も継続している。こうし

た変化がもたらすわが国の経済への影響に十分注意する必要があり、今後、これらの影響期間、影響範囲の拡

大等の状況によっては、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

②燃料価格の変動等

LNG、石炭等の燃料費は、市場価格及び為替相場の変動により影響を受ける可能性があるが、主要な販売先と

の間で燃料調達に係る市況の変動を適宜反映することとしているため、当社グループの業績や財政状態への影

響は限定的である。

しかしながら、急激な市況の変動等があった場合、これに伴う燃料費の変動分を料金に反映させるまでにタ

イムラグ（「期ずれ」）があるため、一時的に当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

また、燃料の需給状況、燃料調達先の設備・操業トラブルや輸送上のトラブル、政治情勢の変動等により燃料

が円滑に調達できない場合には、燃料費の増減等により、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能

性がある。

③金利の変動

当社グループの有利子負債残高は、2024年３月末時点で3兆1,036億円であり、総資産の36.5％に相当する。

当社グループは今後、国内外での新たな事業への投資や既存の債務の償還等のための資金調達を必要とする見

通しであるが、金融情勢、当社の信用状態又はその他の要因のために調達金利が変動した場合、支払利息が増

減するため、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

ただし、有利子負債残高のほとんどは社債・長期借入金で占められており、その大部分は固定金利で調達し

ているため、当社グループの業績や財政状態への影響は限定的である。

④競争環境の変化

エネルギー事業を取り巻く環境は、人口動態の変化や省エネの進展等を背景に需要が伸び悩む中、電力・ガ

スの小売全面自由化に続き、2020年４月には送配電事業の法的分離が実施されたほか、更なる競争活性化等に

向けた市場・ルールが段階的に整備される等、制度面での枠組みが急激に変化しつつある。また、電力業界に

おいては今後、稼働停止中の原子力発電所の再稼働や、再生可能エネルギーの導入等が進展した場合やDX/GXの

進展次第では、需給構造が大きく変化する可能性がある。

当社グループは、柔軟性・経済性・安定性に優れた燃料調達を実現すること等により競争力を強化し、販売

先と適切な料金協議を行うとともに、販売先の更なる多様化にも努めていくが、競争環境の変化により発電コ

ストに見合った収益を確保できない場合、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。
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⑤脱炭素社会への適応

当社グループは、国内火力発電業界のリーダーとしてエネルギー基本計画に代表されるエネルギー・環境政

策を尊重するとともに、再生可能エネルギーの開発も積極的に推進する等、持続可能な環境・社会・経済の実

現を目指してCO2排出量削減に向けた取組みを進めていく。

具体的には、上述の日本版ロードマップの詳細化とともに、他の国や地域に最適なロードマップを展開して

いくことで、事業機会の創出へ繋げていく。

しかしながら、今後、地球温暖化対策に関する新たな法的規制等が導入され、事業計画や業務運営の大幅な

変更等が生じた場合には、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

将来的な事業環境の不確実性に対応するため、当社グループは、火力電源にとって事業機会が縮小されるリ

スクケースも含めた将来の電力市場環境に係る複数のシナリオ設定の上、新規電源の開発及び既存電源の保有

に係る計画の策定を行っており、戦略の柔軟性とレジリエンスを確保している。将来の電力需要と電力市場に

おける価格競争力を踏まえつつ、経年化した既存設備と最新鋭の高効率設備への入れ替えを図りながら、採算

性のない火力電源の開発・保有（いわゆる座礁資産化）の回避とともに収益の最大化を図っていく。

⑥為替の変動

当社の海外事業への投資については、円高が進行すると在外営業活動体の換算価額を通じて自己資本が減少

するリスクがある。今後、海外事業への投資が大きく増加していく場合、当社連結ベースの財政状態は影響を

受ける可能性がある。

(4) 事業活動に係るリスク

①発電事業

当社グループは、新たな事業領域での収益拡大・既存事業とのシナジー創出を目指して、国内外での新たな

取組みを進めている。具体的には、国内においては、既存火力発電所のリプレースを１地点において進めてい

るほか、承継した既存火力発電事業でのシナジー創出を目指し、O&Mコストの削減や効率運営等に取り組んでい

る。海外においては、ＩＰＰ（独立系発電事業者）プロジェクトへの取組みを進めているが、ＩＰＰプロジェ

クトの大半は安定的な収益が見込める長期電力販売契約を締結している。また、風力・太陽光等の再生可能エ

ネルギーを利用した発電事業を国内外において進めている。

しかしながら、これらの事業は、需要や市場環境の変化、規制の変更等の予期せぬ事態の発生により、当社

グループが期待したほどの収益を生まない可能性がある。また、これらの事業の中には第三者との合弁形態で

運営されているものがあり、事業環境の変化に伴う合弁形態の見直しや、当社グループが少数株主であるため

に重要な経営判断に関与できない事態等が生じた場合、合弁事業の結果が、必ずしも当社グループの業績に有

益な貢献をもたらさない可能性がある。更に、事業計画の変更、事業・発電所建設の取り止め等があれば、こ

れに伴う関連費用の発生、追加資金拠出等が発生する可能性がある。この他、主に再生可能エネルギー事業に

関係するものとして、開発・建設段階においては、サプライチェーンの混乱により発電設備等の資材調達コス

トが高騰するリスクや計画的な調達が阻害されるリスク、また、運転開始後においては、風況悪化や日射量の

低下に伴い、風力・太陽光の発電量が想定よりも減少するリスクが挙げられる。

海外での事業については、為替リスクに加えて当該国の政情不安等によるリスク（カントリーリスク）が存

在し、これらのリスクが顕在化した場合、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

②燃料事業

当社グループは、世界最大級の燃料取扱規模を梃子に燃料調達・上流の最適ポートフォリオを形成し、事業

環境の変化に強い体制を構築するとともに、自社輸送船団や海外燃料市場を活用した燃料トレーディング事業

の拡大により最適な燃料運用を追求している。

これらの燃料バリューチェーンに係る事業は燃料消費に裏打ちされたものであり、事業上のリスクは限定的

と考えられるが、商品価格の変動リスクや、取引先の信用リスク（カウンターパーティーリスク）等が発生す

る場合があり、これらのリスクが顕在化した場合、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性があ

る。

③自然災害や不測の事故等

自然災害、人為的なミス、テロ、又はその他の不測の事態により、当社グループの設備又はこれらの設備を

運転制御する情報システム等に重大な事故があった場合、また、戦争や暴動により燃料供給の中断があった場

合、当社グループの業務運営に支障を来たす可能性がある。

当社グループでは、良質な電気を経済的かつ安定的にお届けするために、最適な設備の形成・保全に努める

とともに、災害に強い設備形成を実現するために、大規模地震対策等も実施している。しかしながら、事故等
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のために当社グループの設備が操業を停止した場合には、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能

性がある。

(5) その他のリスク

①コンプライアンス

当社グループは、企業倫理を遵守した業務運営を定着させるための取組みに努めているが、法令違反等の企

業倫理に反した行為が発生した場合、当社グループの社会的信用が低下し、業務運営や業績、財政状態は影響

を受ける可能性がある。

②情報管理

当社グループは、お客様情報をはじめ、業務上の重要な情報を保有している。社内規程の整備や、従業員教

育等を通じ情報の厳正な管理に留意しているが、これらの情報の漏えい等が発生した場合には、対応に要する

直接的な費用が発生するほか、当社グループの社会的信用が低下し、業務運営や業績、財政状態は影響を受け

る可能性がある。

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】
株式会社ＪＥＲＡ 本店

（東京都中央区日本橋二丁目５番１号）

株式会社ＪＥＲＡ 西日本支社

（愛知県名古屋市中村区名駅一丁目１番１号）

第四部 【保証会社等の情報】

該当事項はありません。



（参考）  
第27回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（2024年６月13日の募集）  

券面総額又は振替社債の総額 200億円

「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面

 

会社名　　　 　  　 株式会社ＪＥＲＡ                   

代表者の役職氏名    代表取締役社長CEO兼COO　奥田　久栄

 

 

１  当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。

 

 

２  当社は、本邦において発行登録書の提出日（2024年11月１日）以前５年間にその募集又は売出しに係る有価証券届

出書又は発行登録追補書類を提出することにより発行し、又は交付された社債券の券面総額又は振替社債の総額が100

億円以上であります。
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

１ 事業内容の概要 

当社グループは、当社、連結子会社等が 117 社、持分法適用関連会社等が 55 社（2025年３月 31 日現在）で構成され

ている。これまでの３回にわたる段階的な事業統合（①2015 年 10 月：燃料輸送事業及び燃料トレーディング事業、②

2016 年７月：既存燃料事業（上流・調達）及び既存海外発電・エネルギーインフラ事業、③2019 年４月：燃料受入・貯

蔵・送ガス事業及び既存火力発電事業等）により、燃料上流・調達・輸送から発電、電力・ガスの卸販売に至る一連の

バリューチェーンが当社に一元化されている。 

当社グループは、国内外において、発電資産、LNG 受入基地を開発・保有する世界最大級の発電事業会社であると同

時に、海外からの LNG 調達、LNG 船の保有、LNG 生産プロジェクトに関与する燃料事業会社である。これらの大規模事業

から得た多様な開発能力を更に進化させ、燃料調達から発電までの一体型プロジェクト（Gas to Power）や大規模再生

可能エネルギー事業の開発も積極的に進めている。 

また、当社グループは、世界最大級の LNG 取扱規模と長期間にわたる燃料トレーディングの経験を有しており、この

巨大なエネルギーの流れである「燃料調達→輸送→受入→発電→販売」をトレーディングも活用しながら一体的に最適

化することで、最も経済的かつ弾力的な運用を実現する。国内における電力・ガスの販売は、長期相対取引に加えて短

期相対取引や市場取引を活用し、お客さまのニーズに応じたエネルギーソリューションを提供している。 

更には、当社グループは、関東及び中部地方で約 70 年にわたり安定して電気をお届けし続けた実績と現在も国内外の

火力発電所を保有・操業する中で得た Operation & Maintenance（運転・保守、以下「O&M」という。）及びエンジニア

リング（開発・建設）のノウハウを有しており、発電所の建設から保守・運営を行っている。これまでに培った知見と

世界の先鋭技術を組み合わせることで、世界トップクラスの O&M・エンジニアリングサービスを提供し、安全で競争力

があり機動的な発電所・受入基地の運営を国内外のお客さまにお届けしている。 

報告セグメントは「燃料事業」、「海外・再エネ発電事業」、「国内火力・ガス事業」の３つとしている。各報告セ

グメントの主な事業内容は、以下のとおりである。 

「燃料事業」…燃料上流事業等への投資、燃料輸送・燃料トレーディング事業 

「海外・再エネ発電事業」…海外の発電事業や国内外の再生可能エネルギー発電事業等への投資 

「国内火力・ガス事業」…国内における電力・ガスの販売等 
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［事業系統図］ 
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２ 主要な経営指標等の推移 

(1）連結経営指標等 

回次 

国際財務報告基準 

移行日 第７期 第８期 第９期 

決算年月 2021 年４月１日 2022 年３月 2023 年３月 2024 年３月 

売上収益 (百万円) － 2,769,127 4,737,870 3,710,727 

税引前利益 (百万円) － 38,612 102,264 577,450 

親会社の所有者に帰属 

する当期利益 
(百万円) － 5,676 17,847 399,628 

親会社の所有者に帰属 

する当期包括利益 
(百万円) － 173,863 243,155 690,695 

親会社の所有者に帰属 

する持分 
(百万円) 1,687,874 1,724,859 2,022,874 2,632,639 

総資産額 (百万円) 4,472,615 8,495,106 9,172,358 8,508,134 

１株当たり親会社 

所有者帰属持分 
(円) 84,393.72 86,242.98 101,143.71 131,631.99 

基本的１株当たり 

当期利益 
(円) － 283.84 892.40 19,981.41 

希薄化後１株当たり 

当期利益 
(円) － － － － 

親会社所有者帰属持分 

比率 
(％) 37.7 20.3 22.1 30.9 

親会社所有者帰属持分 

利益率 
(％) － 0.3 1.0 17.2 

株価収益率 (倍) － － － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － △318,202 450,710 1,324,889 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － △649,330 △369,452 △528,473 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － 798,713 796,236 △873,260 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(百万円) 601,047 456,430 1,360,906 1,405,387 

従業員数 (人) 4,904 5,059 5,295 5,838 

(注) １．第８期より国際財務報告基準(IFRS)に基づいて連結財務諸表を作成している。 

２．希薄化後１株当たり当期利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載していない。 
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 回次 

日本基準 

第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 2020 年３月 2021 年３月 2022 年３月 2023 年３月 

売上高 (百万円) 3,280,002 2,730,146 4,435,275 7,945,497 

経常利益 (百万円) 174,429 244,194 95,370 153,318 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
(百万円) 168,543 157,852 24,625 92,557 

包括利益 (百万円) 142,248 189,918 255,985 269,275 

純資産額 (百万円) 1,601,267 1,762,120 1,974,370 2,116,198 

総資産額 (百万円) 4,035,324 4,090,880 8,722,197 9,125,947 

１株当たり純資産 (円) 77,026.08 84,309.71 90,484.59 96,552.99 

１株当たり当期純利益 (円) 8,427.15 7,892.64 1,231.30 4,627.89 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － － － － 

自己資本比率 (％) 38.2 41.2 20.7 21.2 

自己資本利益率 (％) 16.0 9.8 1.4 4.9 

株価収益率 (倍) － － － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 551,670 340,825 △340,433 416,092 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △310,863 △272,092 △661,033 △385,263 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △452,054 89,542 871,775 829,241 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(百万円) 402,431 561,685 461,456 1,352,456 

従業員数 (人) 4,797 4,907 5,062 5,298 

(注) １．第８期の諸数値については、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づく監査を受けていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載していない。 

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を第７期の期首から適用し

ており、第７期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となって

いる。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 2020 年３月 2021 年３月 2022 年３月 2023 年３月 2024 年３月 

売上高（営業収益） (百万円) 2,914,385 2,392,794 3,110,297 6,170,959 4,432,634 

経常利益又は 

経常損失(△) 
(百万円) 123,878 189,252 △193,647 △24,941 185,464 

当期純利益又は 

当期純損失(△) 
(百万円) 113,472 131,104 △162,070 965 125,354 

資本金 (百万円) 5,000 5,000 5,000 100,000 100,000 

発行済株式総数 (株) 20,000,000 20,000,000 20,000,000 20,000,000 20,000,000 

純資産額 (百万円) 1,313,638 1,461,717 1,332,656 1,079,453 1,281,766 

総資産額 (百万円) 3,173,970 3,129,757 3,694,168 4,387,396 4,166,397 

１株当たり純資産 (円) 65,681.91 73,085.86 66,632.84 53,972.69 64,088.34 

１株当たり配当額 
(円) 

1,350.00 1,670.00 4,155.00 － － 

(１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失(△) 
(円) 5,673.63 6,555.23 △8,103.50 48.28 6,267.70 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 41.4 46.7 36.1 24.6 30.8 

自己資本利益率 (％) 13.2 9.4 △11.6 0.1 10.6 

株価収益率 (倍) － － － － － 

配当性向 (％) 23.8 25.5 － － － 

従業員数 (人) 3,721 3,847 3,910 4,008 4,167 

株主総利回り (％) － － － － － 

最高株価 (円) － － － － － 

最低株価 (円) － － － － － 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２．株価収益率、株主総利回り、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場であるため記載してい

ない。 

３．第８期及び第９期の１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載していな

い。 

４．第７期の配当性向については、当期純損失のため記載していない。 

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を第７期の期首から適用し

ており、第７期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となって

いる。 
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2025 年３月期連結会計年度（2024 年４月１日から 2025 年３月 31日まで）の業績の概要 

 

2025 年４月 28 日に公表した 2025 年３月期連結会計年度（2024 年４月１日から 2025 年３月 31 日ま

で）の連結財務諸表は以下のとおりであります。なお、連結財務諸表の金額については百万円単位とし、

単位未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に

基づく監査法人の監査を終了していないので、監査報告書は受領しておりません。 
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連結財政状態計算書 

(2025 年 3 月 31 日現在) 
   (単位 : 百万円) 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資産  負債及び資本  

流動資産  負債  

現金及び現金同等物 1,261,635 流動負債  

営業債権及びその他の債権 784,896 営業債務及びその他の債務 812,905 
棚卸資産 321,107 社債及び借入金 425,855 
デリバティブ資産 347,241 リース負債 79,228 
その他の金融資産 93,010 デリバティブ負債 342,713 
その他の流動資産 109,174 その他の金融負債 54,928 
小計 2,917,065 その他の流動負債 128,887 
売却目的で保有する資産 128,589 小計 1,844,518 

流動資産 合計 3,045,655 
売却目的で保有する資産に直接

関連する負債 93,009 
非流動資産  流動負債 合計 1,937,528 
有形固定資産 2,905,181 非流動負債  
使用権資産 440,730 社債及び借入金 2,673,860 
のれん及び無形資産 374,252 リース負債 343,024 
持分法で会計処理されている投

資 1,299,241 デリバティブ負債 118,964 
デリバティブ資産 197,191 その他の金融負債 195,999 
その他の金融資産 177,426 繰延税金負債 89,223 
繰延税金資産 97,610 その他の非流動負債 237,877 
その他の非流動資産 52,458 非流動負債 合計 3,658,948 

非流動資産 合計 5,544,093 負債 合計 5,596,477 
   資本  

   資本金 100,000 
   資本剰余金 1,183,936 
   その他資本性金融商品 199,392 
   利益剰余金 900,859 
   その他の資本の構成要素 513,447 

  

売却目的で保有する資産に関連

してその他の包括 

利益に認識され資本に累積され

る金額 △ 1,473 

   

親会社の所有者に帰属する持分 

合計 2,896,162 
   非支配持分 97,108 
   資本 合計 2,993,271 
資産 合計 8,589,748 負債及び資本 合計 8,589,748 
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連結損益計算書 
 

（2024 
2025 

年
年

4 
3 
月 
月 

1 
31 

日から 
日まで ） 

  

  (単位 : 百万円) 

       科 目          金 額 

売上収益  3,355,916  

売上原価  △ 2,966,464  

売上総利益  389,452  

    

販売費及び一般管理費  △ 199,746  

その他の収益  16,894  

その他の費用  △ 5,768  

持分法による投資損益（△は損失）  39,935  

営業利益  240,767  

    

金融収益  94,121  

金融費用  △ 56,737  

税引前利益  278,152  

    

法人所得税費用  △ 66,016  

当期利益  212,135  

    

    

当期利益の帰属   

親会社の所有者  183,912  

非支配持分  28,222  
 

  

─ 19 ─



（単位：百万円）

金額

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 278,152                     

減価償却費及び償却費 325,122                     

金融収益及び金融費用 △ 19,341                   

持分法による投資損益（△は益） △ 39,935                   

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） △ 128,034                  

棚卸資産の増減額（△は増加） △ 25,156                   

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） 182,702                     

デリバティブ資産及びデリバティブ負債の増減額 △ 8,277                    

その他の金融資産の増減額（△は増加） △ 10,900                   

その他の金融負債の増減額（△は減少） △ 50,021                   

未払消費税等の増減額（△は減少） △ 79,844                   

その他 △ 64,071                   

小計 360,394                     

配当金の受取額 84,688                      

利息の受取額 62,667                      

利息の支払額 △ 41,643                   

法人所得税の支払額又は還付額（△は支払） △ 60,922                   

営業活動によるキャッシュ・フロー 405,185                     

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 287,794                  

無形資産の取得による支出 △ 137,211                  

投資有価証券の取得による支出 △ 20,644                   

投資有価証券の売却による収入 13,050                      

連結範囲の変更を伴う子会社の取得による支出 △ 21,162                   

その他 18,392                      

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 435,369                  

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △ 19,144                   

長期借入れによる収入 250,303                     

長期借入金の返済による支出 △ 404,899                  

社債の発行による収入 164,775                     

リース負債の返済による支出 △ 90,797                   

非支配株主への配当金の支払額 △ 77,677                   

連結範囲の変更を伴わない子会社株式の売却による収入 59,226                      

その他資本性金融商品の所有者に対する分配の支払額 △ 6,043                    

その他 5,593                       

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 118,663                  

現金及び現金同等物に係る換算差額 5,095                       

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 143,752                  

現金及び現金同等物の期首残高 1,405,387                   

現金及び現金同等物の期末残高 1,261,635                   

連結キャッシュ・フロー計算書

 （自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

科目
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第 10期事業年度（2024 年４月１日から 2025 年３月 31日まで）の業績の概要 

2025 年５月 29 日開催の取締役会において承認した第 10 期事業年度（2024 年４月１日から 2025 年３

月 31日まで）の計算書類は以下のとおりであります。なお、計算書類の金額については百万円単位とし、

単位未満の端数を切り捨てて表示しております。この計算書類は会社法の規定に基づくものであり、金

融商品取引法の規定に基づき作成される財務書類ではないため、金融商品取引法第 193 条の２第１項の

規定に基づく監査法人の監査はなされておりません。 
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百万円 百万円 

4,141,094 4,265,578 

3,722,761 3,841,630 

3,292,729 3,752,519 

63 88,871 

6,372 239 

235,909 

2,240 

19 

55,559 

91,159 

38,778 

△ 70 

418,332 423,947 

415,958 421,320 

2,374 2,627 

( 124,483)

52,826 58,478 

41,806 42,675 

41,144 18,367 

661 24,308 

11,019 15,803 

11,019 996 

14,806 

4,193,920 4,324,056 

130,136 

130,136 

39,914 

19,136 

20,778 

90,221 

損    益    計    算    書
２０２４年 ４ 月 １ 日から
２０２５年 ３ 月３１日まで

営 業 費 用 営 業 収 益

費          用           の           部 収          益           の           部

科　　　             目 金     額 科　　　             目 金     額

電 気 事 業 営 業 費 用 電 気 事 業 営 業 収 益

汽 力 発 電 費 他 社 販 売 電 力 料

他 社 購 入 電 力 料

販 売 費

内 燃 力 発 電 費 電 気 事 業 雑 収 益

新 エ ネ ル ギ ー 等 発 電 等 費 貸 付 設 備 収 益

電 力 費 振 替 勘 定 ( 貸 方 )

附 帯 事 業 営 業 費 用 附 帯 事 業 営 業 収 益

一 般 管 理 費

接 続 供 給 託 送 料

事 業 税

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

ガ ス 供 給 事 業 営 業 費 用 ガ ス 供 給 事 業 営 業 収 益

そ の 他 附 帯 事 業 営 業 費 用 そ の 他 附 帯 事 業 営 業 収 益

財 務 費 用 財 務 収 益

支 払 利 息 受 取 配 当 金

雑 収 益

事 業 外 費 用 事 業 外 収 益

雑 損 失 固 定 資 産 売 却 益

貸 付 設 備 費

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

当 期 経 常 費 用 合 計 当 期 経 常 収 益 合 計

社 債 発 行 費 受 取 利 息

営 業 利 益

当 期 経 常 利 益
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（単位：百万円）

繰　越
利　益
剰余金

当事業年度期首残高 100,000 25,000 1,030,721 1,055,721 126,319 126,319 1,282,040 654 △ 928 △ 274 1,281,766 

当事業年度変動額

　当期純利益 90,221 90,221 90,221 90,221 

△ 524 △ 26,326 △ 26,850 △ 26,850 

当事業年度変動額合計 － － － － 90,221 90,221 90,221 △ 524 △ 26,326 △ 26,850 63,370 

当事業年度末残高 100,000 25,000 1,030,721 1,055,721 216,540 216,540 1,372,262 129 △ 27,255 △ 27,125 1,345,137 

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

２０２４年４月 １ 日から
２０２５年３月３１日まで

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合　計資本金

資本剰余金

繰　延
ヘッジ
損　益

評価・換算
差額等合計資　本

準備金

その他
資　本
剰余金

株 主
資 本
合 計

利　益
剰余金
合　計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

利益剰余金

　株主資本以外の項目の
　当該事業年度変動額
　（純額）

資　本
剰余金
合　計

その他
利　益
剰余金
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個  別  注  記  表 

 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

 

(2) その他有価証券 
市場価格のない株式等以外のものは、時価法（売却原価は移動平均法）により評価し、

その評価差額は全部純資産直入法によっております。 
市場価格のない株式等は、移動平均法による原価法によっております。 

 
(3) デリバティブ 

時価法によっております。 
 

(4) 棚卸資産 
燃料貯蔵品については、総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。 
   

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産及び無形固定資産は定額法によっております。 

  

３．引当金の計上基準 

退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。 

過去勤務費用は、その発生時に全額を費用処理することとしております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

  当社の収益は、主に電気の供給による収益であります。 
  顧客に対して供給する電気の料金やその他の条件については、各相手先との契約に定めて

おり、当該契約に基づいて顧客に電気を供給する履行義務を負っております。電気の供給は、
契約期間にわたり行うものであり、電気の供給という履行義務の充足に従い、一定の期間に
わたり収益を認識しております。 
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５．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理及び振当処理によっております。 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・燃料スワップ取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引及び 

為替予約取引等 

ヘッジ対象・・・燃料調達取引、借入金の金利支払額、外貨建社債の元利金支払額及 

び燃料調達債務等 

 

(3) ヘッジ方針 

当社の業務範囲のうち、実需取引に基づくキャッシュ・フローを対象に、市場変動等
による損失回避又はコストの低減を図る目的で、デリバティブ取引を実施しておりま
す。 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

燃料スワップ取引及び金利スワップ取引については、ヘッジ対象のキャッシュ・フ
ロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場
変動を比較して有効性を評価しております。なお、ヘッジに高い有効性があると認め
られる場合、有効性の評価を省略しております。 

通貨スワップ取引については、契約締結時に受け取る円貨額と契約終了時に支払う
円貨額が同額となるよう振当てているため、為替相場の変動による相関関係は確保さ
れていることから、有効性の評価を省略しております。 

為替予約取引については、リスク管理方針に従い、原則として為替予約の締結時に
ヘッジ対象と同一通貨建による同一期日の為替予約を振当てているため、その後の為
替相場の変動による相関関係は確保されていることから、有効性の評価を省略してお
ります。 

  

６．退職給付に係る会計処理 

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計
処理の方法と異なっております。 

 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

１．繰延税金資産の回収可能性 

(1)  当事業年度計上額 
 （百万円） 
 当事業年度 

繰延税金資産(純額) 70,308 

 

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

 当事業年度に計上した金額の算出方法について、連結注記表の「会計上の見積りに関
する注記」に同一の内容を記載しているため記載を省略しております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．資産に係る減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額    7,735,184 百万円  

 

２．保証債務 

（1） 借入金に対する保証債務 
 JERA Scarborough Pty Ltd 

JERA Barossa Pty Ltd 
  男鹿・潟上・秋田Offshore Green Energy合同会社 

その他                                               
 合計                                              
 

（2） その他契約の履行に対する保証債務 
  男鹿・潟上・秋田Offshore Green Energy合同会社 
 JERA Energy America LLC                   
 MC GFS Participation Company Limited 

Tokyo Timor Sea Resources Pty Ltd 
その他                        

  合計                                                  

 
114,019百万円 
85,165百万円 
47,292百万円 

134,860百万円 
381,338百万円 

    
 

40,789百万円 
22,268百万円 
20,929百万円 
11,723百万円 

   17,771百万円 
113,483百万円 

 

３．関係会社に対する金銭債権・債務 

⾧期金銭債権                     
短期金銭債権 
⾧期金銭債務 
短期金銭債務 

96,496百万円 
97,071百万円 
2,795百万円 

385,174百万円 

 

４．損益計算書に記載されている附帯事業に係る固定資産の金額 

ガス供給事業 専用固定資産 
       他事業との共用固定資産の配賦額 
       合計額 

13,323百万円 
30,135百万円 
43,459百万円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 
 営業取引による取引高 
  収益                         
  費用                       
 営業取引以外の取引による取引高               

 
 

65,529百万円 
167,205百万円 
48,854百万円 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、減価償却費損金算入限度超過額、
税務上の繰延資産損金算入限度超過額、退職給付引当金の否認等であります。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

         （百万円） 

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業の 

内容 

議決権等の

所有(被所有) 

割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（注1） 
科目 

期末残高 

（注1） 

その他の

関係会社

の子会社 

中 部 電 力 

ミ ラ イ ズ 

株 式 会 社 

愛知県 

名古屋市 
4,000 電気事業 なし 

電気・ガス

の販売 

電気・ガスの 

販売（注2） 
1,339,672 売掛金 47,551 

その他の

関係会社

の子会社 

東 京 電 力 

エ ナ ジ ー 

パートナー 

株 式 会 社 

東京都 

千代田区 
260,000 電気事業 なし 

電気・ガス

の販売 

電気・ガスの 

販売（注2） 
2,077,810 売掛金 94,017 

子会社 
JERA Barossa 

Pty Ltd 

オースト

ラリア 

百万米ﾄﾞﾙ 

285 

豪州海域内に

おけるガス田

開発事業への

投資 

所有 

間接100% 
保証債務 

保証債務 

（注3） 
85,165    ‐ ‐ 

子会社 
JERA  

Scarborough  

Pty Ltd 

オースト

ラリア 

百万米ﾄﾞﾙ 

468 

豪州海域内に

おけるガス田

開発事業への

投資 

所有 

間接100% 
保証債務 

保証債務 

（注3） 
114,019    ‐ ‐ 

子会社 

JERA Global 

Markets  

Pte. Ltd. 

シンガポ

ール 

百万米ﾄﾞﾙ 

581 

LNG及び石炭

トレーディン

グ事業 

所有 

間接67% 

燃料の購

入・販売

等、デリバ

ティブ取引 

燃料の購入 
（注2） 1,809,738 

関係会社

短期債務 88,087 

燃料の販売

等（注2） 
698,975 

関係会社

短期債権 
82,926 

デリバティ

ブ取引（注4） 
‐ 

関係会社

短期債務 
1,295 

関係会社 

長期債務 
2,126 

子会社 
JERA Nex 

Ltd. 
イギリス 

百万 

英ﾎﾟﾝﾄﾞ 

2,523 

再生可能 

エネルギー事

業 

所有 

直接100% 
増資の引受 

増資の引受 

（注5） 
155,292 

関係会社

長期投資 
466,377 

子会社 

JERA 

Australia 

Pty Ltd 

オースト

ラリア 

百万米ﾄﾞﾙ 

1,484 

豪州における

燃料事業の統

括 

所有 

直接100% 
増資の引受 

増資の引受 

（注5） 
83,288 

関係会社

長期投資 
178,227 

子会社 

JERA 

Americas 

Holdings Inc. 

アメリカ

合衆国 

米ﾄﾞﾙ 

1 

米州における

発電事業・燃

料事業の統括 

所有 

直接100% 
資金の貸付 

資金の貸付 

（注6） 
114,644 

関係会社

長期債権 
59,213 

資金の回収 175,597 

子会社 
JERA Energy 

America LLC 

アメリカ

合衆国 
‐ 

燃料調達 

事業 
所有 

間接100% 
燃料の購入 

燃料の購入 

（注2） 
104,606 

関係会社

短期債務 
9,786 

子会社 

JERA Power 

International 

B.V. 

オランダ 
百万米ﾄﾞﾙ 

2,620 

海外事業への

投資 

所有 

直接100% 

資金貸借取

引 

資金の預り 

（注7） 
‐ 

関係会社

短期債務 
149,033 

子会社 

ｴﾙｴﾇｼﾞｰ・ 

マリン・ 

ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ 

株式会社 

東京都 

千代田区 
460 

LNG船 

輸送事業 

所有 

直接70% 
燃料の輸送 

燃料の輸送 

（注2） 
64,489 

関係会社

短期債務 
201 
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種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業の 

内容 

議決権等の

所有(被所有) 

割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（注1） 
科目 

期末残高 

（注1） 

関連会社 

男鹿・潟上・ 

秋田Offshore 

Green Energy 

合同会社 

秋 田 県  

秋 田 市 
1 

秋田県沖

における

洋上風力

発電事業 

所有 

間接42% 
保証債務 

保証債務 

（注3） 
47,292    ‐ ‐ 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（注2）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉等により決定しております。なお、燃料の販売等 

は、関連する取引も含めております。 

（注3）「貸借対照表に関する注記 ２．保証債務」に記載のとおりであります。 

（注4）反復的取引であるため、取引金額の記載を省略しております。また取引条件は、市場実勢を勘案して決定し

ております。 

（注5）子会社が行った増資を引き受けたものであります。 

（注6）貸付利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

（注7）資金の預りは、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、市場金利を勘案して利率

を合理的に決定しております。なお、反復的取引であるため、取引金額の記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額  67,256 円 85 銭  

１株当たり当期純利益  4,511 円 06 銭  

 

（収益認識に関する注記） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の「収益認識

に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。 
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